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研究成果の概要（和文）：日本企業538社の２年の時差のある3波の縦断的データ（2012・2014・2016年）を用い
て、「ハイ・インボルブメント」人的資源管理（HRM）と企業業績（売上高、純利益、ROE、離職率）の関係を交
差遅れ効果モデル分析で検証した。その結果、一部の業績指標（純利益）からHRM施策への有意な交差遅れ効果
が見られたものの、HRM施策から企業業績への交差遅れ効果が見られなかったため、循環的な因果プロセスは確
認できなかった。

研究成果の概要（英文）：Based on the three-wave longitudinal data (2012, 2014, 2016) of 538 Japanese
 firms with a two-year time lag, the relationship between “high involvement” human resource 
management (HRM) and firm performance in terms of sales, net profit, return on equity, and turnover 
rate was analyzed using a cross-lagged effects model. The results revealed that although some 
performance indices such as net profit showed significant cross-lagged effects on HRM practices, no 
cross-lagged effects from HRM practices were seen on firm performance, and thus no cyclical 
causation could be confirmed.

研究分野： 経営学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
HRM施策と企業業績の間の相関関係は多くの研究で確認されているが、因果関係はほとんど検証されていない。
本研究の学術的意義は、交差遅れ効果モデル分析によって因果関係を明確に示したことである。循環的な因果関
係ではないものの、企業業績からHRM施策への影響だけが見られたことは、HRM施策が企業業績を高めると想定す
る戦略的人的資源管理論に対して理論的見直しを迫るものである。また、HRM施策から業績への影響が欧米企業
の調査では確認されていることからすると、今回の結果は日本企業のHRMの戦略性の低さを示唆している。その
点で、日本企業のHRM改革に向けた実践的意義を持つ。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
1. 研究開始当初の背景 
 戦略的人的資源管理論（SHRM）は、HRM 施策が企業業績を高めるという命題を基本的前提
としている。そして、HRM 施策から企業業績への影響プロセスについて様々な学問領域から理
論モデルが提示されるとともに、革新的 HRM とりわけ高業績労働システム（HPWS）と企業業
績の関係が多くの研究で実証されている（Kaufman, 2007）。 
 しかし、HRM 施策と企業業績の関係についての研究（「HRM-FP」研究）では因果関係が明
らかになっていない、という問題が指摘されている（Wright et al., 2005; 小林, 2014）。「HRM-
FP」研究のほとんどは、企業業績が HRM 施策に影響するという逆の因果関係を検証するため
の調査デザインを採用しておらず、両方向の因果関係を検証した欧米での数少ない実証研究に
よれば、逆方向（Massimino & Kopelman, 2012）や両方向（Shin & Konrad, 2017）の因果関
係が確認されている。また、逆方向の因果関係を理論的に説明するモデルも精緻化されていない。 
 そこで、申請者の科研費研究課題（基盤研究（C） 2014-2016 課題番号 26380520）では、
同一企業において HPWS の一種である「ハイ・インボルブメント」HRM 施策（Lawler, 1986）
と企業業績を２回調査し交差遅れモデル分析を行ったところ、HRM 施策が企業業績に影響する
のではなく、企業業績が HRM 施策に影響すること、そして業績の高い企業ほど「ハイ・インボ
ルブメント」HRM 施策を採用するという方向の関係が確認された（小林, 2015）。この結果は、
日本企業においても HRM 施策と企業業績の間に逆の因果関係が生じうることを示したものと
言える。 
 また、逆の因果関係がありうるということは、HRM 施策から企業業績へという一方向の影響
プロセスのみを想定する SHRM の限界を示しており、逆の因果関係を理論的に説明するモデル
の必要性を示唆する。業績の高い企業は余剰資源を持つので、それを従業員に分配したり、様々
な従業員参加活動の促進に使うという方向で HRM 施策に影響をもたらすというプロセスが暗
黙に想定されているが（Wright et al., 2005）、より一般的な理論的枠組みが必要である。例え
ば、組織現象を循環的な因果プロセスで説明しようとするサイバネティックモデルがその候補
である。因果モデルとしてのサイバネティックスは、組織の一部分に線型的な「原因—結果」を
当てはめるのでなく、因果連鎖のサーキット全体に目を向ける（小林, 2007）。因果連鎖のサー
キット全体のなかに「HRM-FP」関係を位置づけると、そのどちらかに原因を想定するのではな
く、HRM と企業業績の間の相互作用、そしてそれら以外の組織要因を含めた諸要因の因果ルー
プが繰り返される過程全体のパターンを把握することが課題となる。 
 以上のように、申請者の科研費研究課題（2014-2016）の成果は、日本企業においても HRM
施策と企業業績の間に逆の因果関係が生じうることを示すと同時に、その関係を説明するサイ
バネティックモデルの理論的可能性を示唆するが、以下のようないくつかの理論的・方法論的限
界が見られた。(1)HPWS として「ハイ・インボルブメント」HRM 施策だけを取り上げた。(2)
業績モデルが不明確であった。(3)調査対象企業が東北地方の主に中小企業に限定されていた。
(4)HRM 施策と企業業績を測定する時間間隔が 15 年と比較的長かった。(5)２回の調査に協力し
た企業のサンプル数が少なく、選択バイアス等の偏りが生じていた可能性がある。 
 
2. 研究の目的 
 本研究の目的は、HRM 施策と企業業績の間の因果関係を実証的に明らかにすることである。
申請者の科研費研究課題（2014-2016）では、SHRM が想定する HRM 施策から企業業績への
因果関係ではなく、逆の因果関係が確認されたが、このような結果がどの程度一般にみられるか
を、理論的・方法的な課題を改善した上で検証することである。つまり、(1)HPWS として「ハ
イ・インボルブメント」HRM 施策以外の施策を取り上げる、(2)業績モデルを明確にする、(3)調
査対象企業を全国の大企業に広げる、(4)HRM 施策と企業業績を測定する時点を様々な間隔に
設定する、(5)調査対象企業のサンプル数を増やし、偏りが生じにくい抽出を行う。そして、交差
遅れモデル分析によって、因果の方向性と影響のタイムラグを検証する。また、その結果に基づ
いて、HRM と企業業績の間の因果関係をサイバネティックモデルによって理論的に説明し、さ
らには時間という次元を包摂する新たなモデルを提示する。 
本研究の方法論的な独自性は、パネルデータに基づく因果分析にある。１時点で得られたサー

ベイデータでも因果モデルを用いた推定が可能であるが、時間的なズレを持ったデータによる
分析とりわけ交差遅れモデル分析は、より優れた因果推定の方法である。また、因果推定を異な
るサンプルにおいて繰り返すことによって、モデルの妥当性が高められる。今回はサンプルを全
国規模、大企業にも広げることで、知見の一般性、普遍性を確認することが可能になる。さらに、
様々な時間のズレを分析に加えることによって、影響が生じる時間、効果が出るまでのタイムラ
グを検証することが可能になる。制度が浸透し、効果をもたらす（逆に言えば、制度が陳腐化、
形骸化する）までには時間がかかる、ということは経験的にも学問的にも指摘されている（Likert, 
1967; 加藤, 2004）が、どのくらいのスパンかは明確にはなってはおらず、この点についての新
たな知見が予想される。 
 



３．研究の方法 
(1)調査データ 
 東洋経済新報社（株）の作成・販売している CSR データ（雇用人材活用編）および財務データ・
ダイジェスト版の 2012, 2014, 2016 年版を用いた。CSR データは、この会社が独自に作成した
調査票を毎年６月〜10 月の間に上場・未上場企業に配布・回収して得た回答を、財務データ・
ダイジェスト版は有価証券報告書の記載事項を収めている。本研究では、二つのデータをマッチ
ングさせた上で、３回の CSR 調査すべてに回答した上場企業 538 社（銀行・証券・保険業を除
く）を分析対象とした。 
(2)分析項目 
①HRM 施策：「ハイ・インボルブメント」モデルに関する 15 施策（フレックスタイム、短時間

勤務、半日単位の有給、在宅勤務、サテライトオフィス、ワークシェアリング、社内公募、ＦＡ、
企業内ベンチャー、国内留学、海外留学、キャリアアップ支援、満足感調査、多様な人材活用、
再雇用）についての回答を２値（あり=2, なし=1）に変換し、合計を「HI HRM」得点とした。15
施策は、2016 年版 CSR データに含まれる「ハイ・インボルブメント」モデルに関する 28種（56
カテゴリー）の HRM 施策についてコレスポンデンス分析を行なった結果、「ハイ・インボルブメ
ント」ポリシーを意味する第 1次元のスコアの高い項目から選ばれた（コレスポンデンス分析の
詳細は、小林, 2018 を参照）。なお、2014 年と 2012 年の場合、「多様な人材活用」（2014 年と
2012 年）、「再雇用」（2014 年）は調査対象に含まれていなかったため、それぞれ 14 施策、13施
策の合計を「HI HRM」得点とした。尺度の信頼性係数（α）は、.828（2016 年）、.818（2014 年）、.786
（2012 年）であった。 
②企業業績：業績については複数の指標を用いて多次元的に捉える必要がある（小林, 2019）

ので、本研究では、売上高、純利益、ROE、離職率を業績指標として用いた。これら４つの指標
は、「競合価値観フレームワーク」（Cameron & Quinn, 2006）の２次元４タイプの組織文化のう
ち３タイプで重視される価値に関連する 10指標から、2016 年版財務データによる因子分析の結
果に基づいて選ばれた（小林, 2018）。 
(3)分析の手順 
 交差遅れ効果モデルに含まれる全変数の相関を算出した。次に、それらの変数について、統制
変数として用いた 2012 年時点での業種（製造業/その他）、資本金、操業年数で重回帰分析を行
い、残差を算出した。そして、残差を用いて交差遅れ効果モデル分析を行った。 
 
４．研究成果 
(1)交差遅れ効果モデルに含まれる変数の相関 
 交差遅れ効果モデルに含まれる全変数（「HI HRM」得点、売上高、純利益、ROE、離職率）の相
関を時点ごとに見ると、どの時点でも「HI HRM」得点は、売上高、純利益と有意な正の相関、離
職率と有意な負の相関がみられたが、ROE とは 2014 年のみ正の有意な相関が見られた（表１）。
また、どの時点でも業績指標間にほぼ有意な相関が見られるが、ROE と離職率に関しては他の指
標との間に相関が見られない場合があった。次に、異なる時点間で見ると、「HI HRM」得点は ROE
以外の業績指標と有意な相関がみられた。また、ROE 以外の業績指標は、異なる時点間の相関が
高く、時間的な変化が小さい、つまり安定していた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2)交差遅れ効果モデル分析 
 「ハイ・インボルブメント」HRM と業績との関係を分析するため、交差遅れ効果モデル（図１）
に基づいて、共分散構造分析を行った。交差遅れ効果モデルでは、T1（１時点目）の「HI HRM」
得点から T2（２時点目）の業績指標へのパスが正の効果を持ち、かつ有意である場合、「ハイ・
インボルブメント」HRM 施策が業績を高めるという因果関係が推定される。一方、T1 の業績指標
から T2の「HI HRM」へのパスが正の効果を持ち、かつ有意である場合、業績が「ハイ・インボ
ルブメント」HRM 施策の採用を促すという逆の因果関係が推定される。 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 因果関係の分析を行う前に、モデルの等値制約を検討した。モデル内の変数の母数の値が等し
いと想定（制約）すると、一般に母数が少なくなり、時間経過に伴うデータの変化のメカニズム
を単純化して理解できる（宇佐美・荘島, 2015）からである。そこで、まず、パス aとパス bが
等しく、パス c とパス dが等しい（交差遅れ係数が等しい）という制約を設定したモデル１、パ
ス eとパス fが等しく、パス gとパス hが等しいという制約（自己回帰係数が等しい）を設定し
たモデル２、パス jとパス k が等しい（誤差間の共分散が等しい）という制約を設定したモデル
３、等交差遅れ係数と等自己回帰係数を想定したモデル４、等交差遅れ係数と等誤差共分散を想
定したモデル５、等自己回帰係数と等誤差共分散を想定したモデル６、等交差遅れ係数と等自己
回帰係数と等誤差共分散を想定したモデル７、以上の全ての制約を設定しないモデル０、という
８種のモデルの適合度を比較した。その結果、ROE 以外の業績指標と「HI HRM」得点との間の因
果関係については、適合度指標（AGFI,CFI,RMSEA）、情報量基準（AIC）のどちらにおいてもモデ
ル７の適合度が高く、ROE と「HI HRM」得点との間の因果関係については両基準ともモデル５の
適合度が高かった。そこで、売上高、純利益、離職率についてはモデル７を採用し、ROE につい
てはモデル５を採用した。 
 そこで、それぞれのモデルに基づいて、モデル内の変数間のパスの標準化係数とその有意性を
確認した（表２）。その結果、交差遅れ効果はすべて 0.1 未満で、有意だったのは、T1の純利益
から T2の「HI HRM」得点へのパス、T2の純利益から T3 の「HI HRM」得点へのパスだけであっ
た。ちなみに、自己回帰係数はすべて有意であったが、「HI HRM」得点および売上高の２時点間
のパスは 0.8 以上であったのに対し、純利益については 0.5 台、離職率は 0.4 台、ROE は 0.3 未
満で、業績指標によって安定性が異なっていた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 以上の結果をまとめると、「ハイ・インボルブメント」HRM と企業業績との因果関係はどちら
の方向にしてもほとんどみられず、循環的な因果プロセスは確認できなかった。「ハイ・インボ
ルブメント」HRM と業績指標の相関は、ROE 以外で有意であったが、両者の関係は表面的または
擬似的なものと考えられる。つまり、業種、企業規模、操業年数などが両方に影響しているため、
それらの交絡要因を統制変数として導入すると両者の関係が大きく減少する。もう一つは、時差
を持ったデータの交差遅れ効果モデル分析（Finkel,1995）によって両者の因果関係がより明確
になる、ということである。例えば、T2 の「ハイ・インボルブメント」HRM と T3 の企業業績に
相関があったとしても、T2の「ハイ・インボルブメント」HRM と企業業績の相関、T2と T3 の企
業業績の相関を通じたものかもしれない。そのような企業業績の自己回帰効果を想定した交差
遅れ効果モデル分析によって、T2 の「ハイ・インボルブメント」HRM と T3 の企業業績の関係が
明確になる。 
 今回のデータ分析の結果わずかながら有意な交差遅れ効果が見出されたのが、純利益から「ハ
イ・インボルブメント」HRM への影響であった。つまり、HRM 施策が企業業績を高める、という
SHRM 論で想定される因果関係ではなく、企業業績がよくなると「ハイ・インボルブメント」HRM
施策が導入される（または、業績が悪くなると「ハイ・インボルブメント」HRM が廃止される）、
という因果関係が一部見出された。なお、今回の２年の時差に基づく３波（2012, 2014, 2016）
と同様の分析を４年の時差に基づく３波（2008, 2012, 2016）のデータで行ったところ、純利益
からだけでなく ROE からの「ハイ・インボルブメント」HRM への影響も見出された。今回のデー
タ分析の対象は大企業中心であり、２年（４年）の時差に基づく分析の結果であるが、このよう
な「逆の因果関係」は、主に中小企業を対象とした 15 年の時差のある２波の交差遅れ効果分析

図１ 本研究の分析モデル
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でも見出されている（小林, 2019）ので、日本企業においてこのような「逆の因果関係」は一般
性があるかもしれない。 
 日本企業において SHRM 論の想定とは逆の因果関係が見られるのは、前述のように、業績向上
によって生じた余剰資源がコストのかかる「ハイ・インボルブメント」HRM 施策の導入という形
で労働者に還元された（または、業績低下によってコストのかかる施策が廃止された）と見るこ
とができる。「ハイ・インボルブメント」HRM は理論的には従業員の態度・行動を通じて企業業
績に影響を及ぼしうるが、日本企業において、「ハイ・インボルブメント」HRM 施策の導入は、プ
ロアクティブに計画・立案するという戦略的志向に基づくものではなく、企業業績の変化に対す
る事後対応、または問題対処として実施されていることを示す。サイバネティクスの視点からす
れば、過去の業績によるフィードバック機能は働いているが、目標を設定し先を見越して行動す
るというフィードフォワード機能が働いていない、という見方もできる。 
(3)本研究の限界と課題 
 目的で設定した５つの課題に対応させて本研究の限界と残された課題を検討すると、以下の
通りである。 
①HPWS として「ハイ・インボルブメント」HRM 施策以外の施策を取り上げるという点は、

十分達成されていない。本研究では、「ハイ・インボルブメント」モデルに関連する HRM 施策を
取り上げ、コレスポンデンス分析によって第１次元として「ハイ・インボルブメント」ポリシー
に対応する施策群を見出すとともに、第２次元として労働市場の内部化ポリシーに対応する施
策群を見出した（小林, 2018）が、第２次元は尺度としての信頼性が低いため因果分析には用い
なかった。しかし、日本企業の場合日本型 HRM の内部化ポリシーに基づく施策も業績に影響を及
ぼす可能性があるので、今後 HRM 施策の範囲を広げて HRM と企業業績の因果関係を検証する必
要がある。 
②業績モデルを明確にするという点では、「競合価値観フレームワーク」（Cameron & Quinn, 

2006）を用いたことによって達成されたが、多次元的な業績指標を統合するモデルを今後さらに
検討すべきである。 
③調査対象企業を全国の大企業に広げるという点および(5)調査対象企業のサンプル数を増や

し、偏りが生じにくい抽出を行うという点では、今回全ての上場企業を調査対象としたデータベ
ースを利用したことによって達成されているが、長期の時差を伴うパネルデータにおいてサン
プル脱落を減らす工夫を検討すべきである。 
④HRM 施策と企業業績を測定する時点を様々な間隔に設定するという点では、まだ十分とは

言えない。データの範囲の限定によって、２年と４年の時差しか分析できなかったが、今後さら
に長期の時差についての分析を行うべきである。また、３波以上の交差遅れ効果モデルの場合直
前の調査時点からの影響（1次の交差遅れ効果）だけでなく、さらにその前の時点からの影響（２
次の交差遅れ効果）を想定した分析も検討する余地がある。 
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